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研究成果の概要（和文）：「セキュリティ」・「安全」について、具体的事例（自然災害、サイバー・宇宙、公
衆衛生、エネルギー等）の学際的比較検討を通して、両領域包括する分析枠組みとして「ハザード→メディア→
結果」のループを提示した。事例の相互比較により、各分野におけるハザードの特性、意図的次元、物理的次元
の相対的重要性の違い、リスクを内生的に増幅させるメディアの有無、リスク増減の時間的スケール・プロセス
の違い等を明らかにし、それらに対応するために必要なレジリエントなガバナンスのあり方（連結性の削減、冗
長性の確保、事後対応の準備等）とその課題についての検討を行った。

研究成果の概要（英文）：The aim of our research is to explore a framework that encompasses both “
security” and “risk” sector. For that purpose, experts from various disciplines were brought 
together to conduct comparative case studies in different fields (i.e. natural disaster, 
cyber/space, public health, energy etc.). We have presented “hazard-medium-consequence” loop. 
Comparative case studies have revealed (1) the difference in nature of “hazard/threat”, (2) the 
relative importance of physical/non-physical factors, existence/nonexistence of indigenous 
amplifying factor in medium, and (3) time-scale difference in medium. Recommendations for enhancing 
resilient governance of such risks were suggested; secure redundancies; take measures to 
disconnect/limit connections; prepare flexible post-shock managements.

研究分野： 行政学

キーワード： リスク・アプローチ　セキュリティ　安全　メディア　認識的次元　宇宙　サイバー　公衆衛生

  ３版
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１．研究開始当初の背景 
グローバル化に伴う人・モノの移動の増大、

先進技術の急速な進化は、社会における異な
る多様なセクターの連結度の強化をもたら
した。こうした環境条件の変化は、「セキュ
リティ」領域の安全保障上の対象を拡大させ、
また、「安全」領域がリスクとして扱ってき
た対象の複合化を加速させた。 
越境する、気候変動問題、テロ、難民問題、

金融危機、人道問題、世界的パンデミックな
どの問題群は、「セキュリティ」の対象・概
念 を 拡 大 さ せ た （ い わ ゆ る 
“securitization,” (Buzan, Waever, and 
Wilde, 1998)）。こうした現象は、従来、伝
統的安全保障が前提としてきた主体やその
行動原理に様々な課題を突き付けている。 
他方、これまで「安全」領域が対象として

きた、化学物質、機械、システム、自然災害
等のセクターでは、それぞれのセクターでリ
スク分析の枠組み等、手法や対応の深化が見
られた。しかし、東日本大震災（自然災害→
原発事故→社会的混乱）に象徴されるように、
今日のリスクは複合化してシステミックな
様相を持ち、単一セクターだけの対応では限
界があることが明らかとなった。 
このように「セキュリティ」領域と「安全」

領域では、対象の拡大と複合化が進展し、そ
れぞれ「脅威（threat）」や「ハザード（hazard）」
として扱う対象が時に重なりながらも、従来
の研究では、両領域で相互にその特性を分析
したり、理論や手法を比較したりすることは
なされてこなかった。 
 
２．研究の目的 
上述の背景を踏まえ、本研究は「安全」、「セ

キュリティ」領域で発展してきた理論的分析
枠組みや手法の特性・利点を整理し、両領域
を包含する枠組みの構築を試みることでレ
ジリエントなガバナンスを確保することを
目的とした。対象とするハザード・脅威によ
る差異にも注目し、自然災害、サイバー・宇
宙、公衆衛生、エネルギーといった具体的事
例比較を通じて検討を行った。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、従来十分に議論してこなかった、
「安全」、「セキュリティ」の両領域の専門家
による学際的な研究体制を構築し（６．研究
組織を参照）、文献調査、事例比較をおこな
った。そのうえで、国内外での発表（具体的
には、世界リスク学会（2015 年 7月、シンガ
ポール）や、米国リスク学会（2016 年 12 月、
サンディエゴ）の学会や、国際シンポジウム、
Issues and Challenges in Security and Risk 
Research Communities in Japan、2016 年 1
月、東京）等における議論を通じて、相互理
解を深め、分析枠組みの構築を試みた。 
 
４．研究成果 
「セキュリティ」領域と、「安全」領域に

おける、理論的分析枠組み、手法の特性や利
点に関しては、以下の点が明らかとなった。 
まず、両領域における共通の関心事項は、

「大事な・守るべき対象」にどのように対応
し、取り組むかということである。セキュリ
ティ領域において守るべき対象は、伝統的に
は国家の生存であり、最大の関心は国家の存
続を脅かす「脅威」にどう対応するかという
ことが事であった。他方、「安全」領域では、
健康、環境等に対する「ハザード」に対して
受け入れ可能・許容可能な安全基準をどのよ
うに導き出すかであった。しかし、各々が扱
っている対象の性質上、対応のためのアプロ
ーチには大きな差異があった。 
「セキュリティ」領域はもちろん物質的

（material）な国力も重視するが、抑止理論
やセキュリティジレンマ等に代表されるよ
うに、相手の「意図」や「認識的な要素」に
対する分析も発展してきた。特に、「核兵器」
という甚大な被害を生じさせる兵器の存在
により、定量的な分析よりはその兵器の使用
を抑止するための交渉や理論構築に関心が
あった。これに対して「安全」領域では、そ
うした主体の「意図」は第一義的な対象でな
く、「物理的」な損失に対して定量的な分析
を行うための手法の構築がなされてきた。 
しかし上述の通り、グローバル化、人・モ

ノの移動の増大、異なるセクターの連結度の
強化といった環境条件の変化は伝統的に両
領域が扱ってきた対象の拡大と重なりをも
たらした。双方で発展した手法は、相互に適
用可能性がある。例えば、様々な対策を講じ
る際に定量的な分析をすることは、外交政策
のアカウンタビリティを高めるうえでも重
要である。また、ハザードに対するリスクを
増大させるかどうかの変数には、明らかに人
の行動や認識的な要素も重要な意味を持つ。
さらに、こうした認識的な要素には、
（malicious,悪意ある）意図的なものと、意
図的でないものがあり、「セキュリティ」領
域は伝統的に前者を扱ってきた点も改めて
認識された。 
 上記の作業と、環境要因を大きな背景とす
る両領域の関心対象が接近しているという
現象も踏まえ、両領域を包含する枠組み構築
のための作業を行った。 
中でも注目したのは、守るべきものを脅か

す対象（「脅威」、「ハザード」）と避けたい「結
果（consequence）」の間を媒介する空間とし
ての「メディア（medium）」である。「脅威」
や「ハザード」がどのような「メディア」の
メカニズムを通過するかによって、最終的な
「結果」は異なる。また、その結果が新たに
「脅威」や「ハザード」としてループ状に影
響を用うることもある。「メディア」におけ
る様々な要素の相互連結パターンが結果に
影響をもつことから、「ハザード→メディア
→結果」のループによる分析枠組みを提示し
た。 



【「安全」・「セキュリティ」両領域を包含す
る枠組み】 
 
そして実際に、自然災害由来の福島原子力

事故、宇宙・サイバー、公衆衛生、気候変動、
金融等、異なる分野の具体的な事例に当ては
めて、相互比較を試行することで、「脅威」・
「ハザード」ごとの特性、メディアにおいて
リスクを増幅させる要因、それらを低減する
ための方策についての検討を行った。 
その結果、以下が明らかとなった。まず、

「脅威」・「ハザード」の特性に関しては、自
然災害のように「外発的な（exogenous）」も
のと、金融や安全保障ディレンマのように、
外発的要因に加えて「内発的（indigenous）」
なものが存在し、またそこには「意図的」・「非
意図的」な要素も加わることが分かった。そ
して、評価の際に、そもそもどのように「脅
威」・「ハザード」のスコープを設定するかが、
避けたい「結果」の検討をするうえで大きな
影響を持つことも分かった。すなわち、アセ
スメントの上流におけるフレーミングが重
要ということである。 
次に、対象とする「脅威」・「ハザード」の

事例比較から、「脅威」・「ハザード」ごとに、
「メディア」における様々な差異も明らかに
なった。これらは、「物理的次元」と「認識
的次元」の相対的重要性の違い、「時間スケ
ール」の違い、「社会の複雑度合」いの違い、
という観点から整理できた。 
「物理的次元」と「認識的次元」について

は、例えば、自然災害、宇宙・サイバー、気
候変動では、メディアにおける「物理的次元」
での相互作用が結果にもたらす影響が相対
的に大きい。これに対して、公衆衛生、金融
システム等では、人々の意図や思惑、それに
基づく行動といった「非物理的次元」におけ
る内生的な増幅作用が生じ、「結果」に大き
な影響を及ぼす。 
メディアの「時間スケール（speed, 

time-scale）」については、自然災害や宇宙・
サイバーのように突如（rapid/sudden）とし
て起こる「勃発型」、気候変動のような、「じ
っくり発展型（Slow Developing）」、公衆衛
生のように一度収まっても封じ込め度合い
によっては再発する可能性があるような「波
状型（wave/dynamic）」のもの（金融もこの
タイプ）などに分類された。 
さらに、メディアの空間・社会が複雑で連

結性が高いほど、相互作用を加速させてリス
クを増幅させることも指摘した。高度に都市
化や人口密集している社会、インターネット
でヒト・モノが強く結びついている社会では、
物理的次元でも認識的次元でも相互作用に
よる影響・インパクトが大きくなる。 
「結果」への対策においては、こうしたメ

ディアの特性を踏まえ、連結性の削減、冗長
性の確保、（リスクが生じた後の）柔軟な対
応の準備の検討、といったことも必要である
と分析した。今後の課題は、メディアにおけ
る連結パターンの把握とそれに対する手法
をさらに様々な事例に当てはめることで分
析し、システミックなリスク対応に対する提
言を検討し、レジリエントなガバナンスの確
保に貢献することである。 
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